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は じ め に
自動車時代 とも称 され るように,現 在 の 目本において 自動車の普及はめざま しい。急速 なモー
タ リゼーシ ョソの波は,全 国の白動車用 の高速 道路の整備 ともあい まって,急 速に農村地帯に も
及びつつあ・る。 .'. .・
か かる自動車の急速な普及は農村生活 の種 々な面に大 きな影響をあたえている。 そ してその影・
響を次の ように考えてみ よう。.tt.1::.・
1.生 産面たおいて,圃 場 と農家 との連絡を容易に し便利にする。ただ し道路の改良が前提・
となるが。
2.農 産物 の出荷 流通機構を変改す る。都市の'市場 をずつ と近 くに引き寄せ,従 来の遠隔地
農業を近 郊農業にする。
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3.離 れた ところまで通 勤を可能に し,兼 業化脱農化に も一役荷な う。
4.農 村住民の生活圏を拡大 し,必 要充足先を接近 させ,農 村 と中心都市 との連絡を さらに
一層緊密な ものにす る。
5.そ して農 村 と都市 との隔差意識すなわ ち農村住民 の都市志向意識に変北をあたえ農村 の
人 々の社会関係や文化の面に も影響 をあたえる。
6.さ らに,自 動車の購入維持には多 くの費用を要 し,農 家の生活費を圧迫 し,ま た 交通事
故な どの公害 を含む新たな種 々の問題を生ず る。
7.こ れらの 白動 車普及の前提には道路の改良発達が なけれ ばならないのはい うまで もない
が,道 路の改 良発達 に よりた とえば企業誘致 とい うような地域 再開発の問題 を生ず る。
以上のような作業仮説 に基いて,伊 賀上野近辺 の農村についての実態調査か ら,農 村における
自動車普及の影 響を考察 してい きたい。
この調査は,昭 和43年8月,主 として三重県阿山郡大山 田村 の甲野部落 と畑部落 とについて,
そ して比較するために上野市 中瀬地区を とりあげて,自 動車所有農家を選んで面接 し,ア ンケー
トを行な った。
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部落 とを主 と し,さ らに上野市に属す る中瀬地区 とを選んだ。
まず,大 山田村について概観す るならば,大 山田村は上野市 の東部,北 は伊 賀町,南は青 山町,
東は鈴鹿山脈 を隔てて伊勢地方に接 していて,四 方山に囲まれ た盆地状の村である。
大 山田村の現在の最大 の問題は人 口が年 々減少するこ とである。 いわゆる過疎現象があらわれ












109世帯の減小 とな って いる。世帯数 ・人 口とともに減少の傾向を示 しているが,昭 和30年 を
100とする と昭和40年 では世帯数が93,入 口は83で,19帯 数 よ り人 口の減少の傾向が強い。
このことは 出生数が減少 したことと若い労働力が村外に移動 した こととに よっている。た とえば
中学校3年 生は137人,2年 は ユ34人であ るのに,小 学校の1年 生は89人,2年 生は79人 で,
4割 ぐらい減少 している し,昭 和39年 以降は出生数は60人 台 に落 ちこんでいる。 また,昭 和
35年 よ り昭和42年 までの村外移動数は639人 であ り,年 平均91人 が村を離れてい ることに
なる。
大山田村 の産業は表2の ように,米 作を主 とした農業 と一部林 業を配 した第1次 産業が大半で















この事実に相応 して生産所得における農業の地位 も相対的に低下 している。表3の ように総所
得に対す る農業所得の割合は昭和30年 に比 して昭和40年 にな ると60.3%から40.4%へ と
20%も 落ち込んでいる。
就業人 口1人 当 りの所得 も昭和40年 度で第一次産 業11万1,000円,第二次産業32万5,000
円,第 三次産業27万5,000円であ り,農業所得の低位性が他産業 の発展に伴 って著 しく目立つ 。
農業人 口の流出の原因が農業技術の発展に よる省力化の傾向や他産業への就業機会の増加 となら
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表3大 山田村産業別所得額の推移









んで,こ の辺 にも存在す ると見 られ よう。
次に調査地 点の特徴を大 まかに述べるな らば,甲 野部落は 米作を主 とし,肉 牛肥育を配 した農
村で,昭 和36年 よ り農業構造改善事業を計画 し,特 に基盤 整備を重点にお き,昭 和43年 秋に
実施 しようとしてい る。
畑村は大山田村を縦貫する県道奈良 一津線に沿い,米 作 と疏菜 ・養 蚕を配 した村で,恒 常的雇
われ兼 業の発達 した村である。
上野市中瀬地区は,上 野の市街地に接 した農村で,米 作を基幹 とはするが,桃 梨な どの果樹や
ビニールハウスな どに よる疏菜の施設園芸 ・花卉園芸 な どの近郊農 業が盛んである。 一部には上
野 の町への野菜の振 り売 り,素 麺な どの農産物加工 もあ り,通 勤兼業 も多い。
2.自 動車 の普及利用状況
近年,日 本における自動車の普及の著 しい ことは 目を見は らせ られ る。 建設省 の昭和43年 建
設 白書の中では,次 のよ うに述べている。「自動車保有台数(三 輪以 上)は36年 以降7年 間に4.8
倍,年 平均 のび率25%の 増大を示 し,42年度末現在1,095万台 とな ってい る。 なかで も軽 乗用
車を含む乗用 車台数(ラ イ トバ ンを除 く)は 同期間に8.3倍の増大をみせ,他 の車種ののびを大
き く上 まわ っている。 また,軽 乗用,軽 貨物 などの軽 自動車の増大がいち じる しいの も大 きな特
色 とな っている。 とくに,こ こ数年間のモータ リゼーシ ョンの進展はめ ざま しいが,こ れを国内
向けの 自動車生産台数の増加にみると,40年 度180万 台,4ユ年度220万台,43年度は さらに
拡大 して340万台に達 し,わ ずか3年 間に倍増に近いのびが見込 まれている」(87頁)。
大山m村 において も自動車の普及はめ ざましい。昭和43年7月 の大山田村役場の調査によれ
ば,表4の ごと く,オ ー トパイ類は甲野では7割 を越 し,畑 村で も7割 く.の普及率を示 し,自 動
表4自 動卓などの普及率(昭43・7・1)()の 内は%









車類は畑村 では約半数 甲野 でも3割 の普及率 を示 している。役場でつかみ うる数には限度があ り
実際 には もっと多い といわれてい る。
この よ うな自動車の普及 の現象は,全 くここ数年の間に急激 にあ らわれた現象で ある。 甲野で1
28戸,畑 村 で15戸,中 瀬地区で33戸 の現在 自動車を所有 してい る農…家について私達が実施 し















































































調 査 票 よ り
所有 していた農家は76戸 の うち7戸 しかなか った。昭和36年 以降,そ して特 に この2,3年
間に急 激に増加 してい る。昭和41年 から43年 までに45戸 で,全 体の約6割 にな って いる。
この ように農村におけ る白動車の普及は この調査に よって も,ま た全国的にみて も,全 くここ数
年急速 に増加 してい ることがわか るのであ る。
つ ぎに,自 動車の利用 目的は何か,自 動車を主に何 に利用 しているのか を調べてみ ると表6の
ごと くである。貨 物車 と乗用車では本来その使用 日的は相違するはずであるが,こ の調 査におい
て もその使い途には有意差が認 められ る。全体的にみて,貨 物車は農業用 ・業務用に,乗 用車 は.
通勤用 ・リク レーシ ョン用に とか な り用途が分化 してい る。特に上野市中瀬地区 では,果 樹 ・疏
菜 ・園芸 などの農業 が盛んである ことから,貨 物車は もっぱら農業用業務用 に使われ,乗 用車 は
通勤や リクレーシ ョン用に と使 用 目的が明確 に分化 してい る。 しか し甲野や畑村 では,そ の位置
が中心都市上 野か ら離れた ところにあ り,農 業がそれほ ど多面化 していない ことに もよ り,貨 物
車 で も買物や リクレーシ ョン用に用いられ,利 用 目的が未分化の状態 にあ る。
また,自 動車利用の程度を1カ 月の走行距離に よって考察 しよう。表7に おいて,1ヵ 月の走
行距離を300kmき ざみに と り,甲野 と畑村 とを合 わせて大 山田村 と して中瀬地区に対 比 させ た。
全体 と して,平 均1ヵ 月729kmで あるが,標 準偏差は428,3kmで各車 ごとにかな りば らつ
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表6自 動車の主な利用目的 ()は%






































































































中 瀬i貨 物 車 × 乗 用 車X2=23.56,df=5,P<0.01
貨 物 車:(甲 府 十 畑)× 中 瀬X2=13。76,df=5,p〈0.02
計:貨 物 車 × 乗 用 車X2=25.98,df・=5,p<0.01
表71カ 月の走行距離
300km300km600km900km1,200km






























































































































きがある。貨物車 と乗用車 では,そ れ らの平均は672km,756kmであ るが,そ の間に有意差は
み とめられない。 しか し地域 的にみ ると,大 山田[平 均853km]と中瀬[604km]の自動車の
間には明瞭に差があ り,特 に乗用車において大 山田[900km]と中瀬[607km]との問に走行距
離に差があ ることは著 しい特徴 である。中心都市か ら遠い大 山田の場合 には乗用車の利用は非常





農村生活 の種 々な面に深 く広い影響 をあたえる。 しか し,ま だ 自動車の普及は 目が浅い ところか
ら,そ の影響は まだ出発点にあ り,今 後 の変動が注 目され るのである。
1)自 動車所有の影響の概括
まず,自 動車所有の影響を概括 しよ う。表8に おいては 「自動車を もつ以前 ともった後 とで次
の点に変化があ りましたか」 とい う問で 「通作時間の短縮 」「農 作物運搬の軽減」「通勤の便利」
「買物 の便利」「医老 ・通院 の便利」「後継者 の確保」「家族関係の改善」「レク リェーシ ョソの増加」
「家計費の余裕」「生活 水準の向上」「近所づきあいの改善」 とい う各項 目につ き,プラスの影響を
もった と答 えた もののみの実数 と%と を示 した。ただ し甲野 と畑村 とは一括 して大山田 とし,ま
た貨物車 と乗用車 とを分けて集計 した。
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になっている。最 も影響の少ない面は,経 費 の余裕(13.0%)である。 この ように 自動車を持つ
ことは買物や医者の便利 さ,通 勤にかな りプラスの影響をあたえ,農 業面や人間関係にもあ る影
響 をあたえるが,経 費の面ではむ しろマイナスの影響をあたえ るといえる。
この点は車種別地区別には若干の差違を ともな う。貨物車 と乗用車 とでは,前 者が物を後者が
人を運搬する とい う性格の差があ るゆえに,貨 物車は農業に直接の影響をあたえるが,乗 用車は
それほ どではない。 この調査 でも貨物車は農 家か ら圃場へ の通作時間や農産物の運搬に関 しては
48.2%,51.7%とい うプラスの影響をあたえているのに,乗 用車は18%と24%と にす ぎない。
通勤,レ ク リェーションに関 しては,乗 用車は70.0%,52.0%であるのに,貨 物車は33.3%,
29.7%で,これ らの面では 乗用車 と貨物車の根 本的な性格 の差があらわれ ている。 また,注 意す
べ きは,後 継者確保に関 して,乗 用車が32.0%,貨物車が14.7%,家族の人間関係の改善につ
いては貨物車が40.7%で,乗用車の24.0%を超 えている。乗用車は若い人を村に留めてお くた
めに買い与えるが,そ れは個人的専有物にな りやすいが,貨 物車は家族全体を支え る農業ない し
業務用のものである とい うように解釈 できよう。
地域的に見る と,上 野近郊の中瀬地区 では貨物車に よる通作時間の短縮,農 産物運搬 の影響が
それぞれ67%の 高い率を示すのが 目立つ。 しか し,上 野か ら遠い大 山田村では,農 業面 に自動
車を用いないわけではないが,む しろ買物の便利 さ(90.5%〉とい う面に強い影響をあた えてい
るのが特徴的である。 中瀬地区では,あ る農家が 「田へ行 くのに も果樹園に行 くに も軽 トラ ック
を使 うし,従 来,荷 車 で ヒ野の町へ野菜の振 り売 りに出か けていたのを自動車を用いるよ うにな
って,非 常に便利になった」 と話 していた よ うに,自 動車 は農業用に フルに用いられてい る。 こ
れに対 して,大 山田では中心都市か らの距離的不便 さを,自 動車に よって短縮 しよ うとい う機能
がまず働 くのである。 この よ うに中心的都市か らの距離 と農業形態 の差に よって 自動車に対す る
観念やその機能が異な って くるのである。
2)生 活圏の拡大
軌道の上を走 る車輔 と異 って自動車は道路のあると'ころ どこへで も行 くことができる。 自動車
は指定 された路線や時刻 とい う枠を外れて 自由に空間を駆け巡 る可能性を もつ。 自転車やオー ト
バイの数倍の運搬力を もち,保 安力 も優れてい る。 したが って,自 動車が普及する ことは従来 の
農村社会のもっていた限定 され封鎖 された農村 の住民の行動圏 ・生活圏を拡大 し,外 部の広い世
界へ開放す る。 また住民の生活の諸必要の依存すべ き中心 のあ り方 に変化をあたえ,地 域的中心
都市への連携を よ り緊密にす る。
この点を,わ れわれの調査 しえた範囲であ とづけてみたい。 大山田村甲野部落の各戸につき,
世帯調査票によって,食 料 ・衣料 ・家具 ・娯 楽 ・会合 ・親戚知人の訪問 とい う6項 目の必要充足
先を よ く出かけ るところ・次に よくでかけ るところの2ヵ 所 まであげて貰 い,そ れへの交通手段
を も示 して貰 った。その結果は表9の とお りである。
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まず,項 目別に行き先をみ ると,食 料品の購入 先は,大 山田村の中心市街地 ともい うべ き平田
に63.6%,そして付近の中心都市上野に25.6%,そして甲野の 自村 内一 これは専ら行商人の
販売に よる一 の10.8%の3ヵ 所 に限 られ てい る。衣料 と家具 の購入先 もほぼ 同 じ傾向を もっ
て いるが,上 野への依存度は74.1%,84.6%で,食 料 品 よりも増 してい る。それだけ平田への
表9甲 野部落の必要充足先とそこへの交通の手段(昭43.8)・
一A-　
行 く 先 交 通 手 段
食 衣 家 娯 会 訪 徒 ゴ1 オ 自 ノぐ 電
01 転 バ1 動 汽車 計
料 料 具 楽 合 問 歩 )巨 イ ト 車 ス 車
大 部 落 内 14 2 2 64 28 110 39 17 4 13 4 77
山
田 平 田 82 19 9 1 17 4 132 22 56 30 20 4 132
村 そ の 他 4 9 13 1 3 1 3 3 ll
伊地 上 野 33 80 77 60 18 23 291 2 13 44 209 268
賀方 そ の 他 1 29 30 1 4 5 3 15 1 29
.三
伊 勢 市 1 1 2 1 1 2
津 1 1 3 1 6 3 3 1 7
重 四 日 市 1 2 3 6 . 1 5 1 7
県
松 阪 1 1 1 1
安 芸 郡 1 1 1 1
大 阪 5 3 3 11 6 lo 16
県 .奈 良 2 2 1 1 2
京 都 1 1 2 2 2
大 津 1 1 1 1
外 西 宮 1 1 1 1
名 古 屋







計 129 108 91 731104
▲r-_・
1086旦L63 82 53 92 251 20 561
A 「ww} }　
依存が減 じ(衣料17.6%,家具9.9%),さらに津 ・四 日市や大阪な どの都市があ らわれている。
娯楽については,上 野への依存が最 も多 く,伊 勢市 ・津 ・大阪 ・奈 良 ・京都 などの県内外の主要
都市への依存があらわれる。会合については,甲 野部落内が最 も多い(61.5%)が,役場 ・農協
な どの村 の公的機関の集 中す る平 田(16.4%)や,広域 行政圏の中心たる上野(17.3%)にもひ
ろがる。親戚や知人の訪問先 としては,部 落内(25.9%),上野(21.3%)にもある程度集 中 し
てい るが,村 内 ・伊賀地方 ・三重県内外の種 々な ところに広汎に散 らば ってい る。農村の結婚は
同質的な農村地帯 と交わ され ることが多いゆえに,それ までの5項 目とは異なる傾向がみ られ る。
これ ら6項 目を一応の尺度 として甲野部落の生活依存圏を綜合 してみる と,上 野への依存が最
も高 く く47.4%),上野の広域社会圏に繰 り入れ られてい ることがみ られる。't"して概 してい う
ならば,上 野への依存 を高度に保ちながら,村 内の中心た る平 田への依存,部 落内の 自足の要素
を も温存 しつつ,三 重県内外の主要都市への依存 もみられ るのであ る。
これ らの主要な行 き先への交通機関は 同 じ表9の 右側の欄に示 され る。上野市か らは この村は
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10km離れてお り,そ こへの最 も多い交通手段はバス(78.0%),ついで自動車(自 家用車)16.4
%,バ イク ・オ ー トバ イ類(4.9%)の順にな ってい る。村 の中心平 田には1～2km離 れている
が,自 転車(42.4%),バイク ・オ ー トバ イ(22,7%),徒歩(16.7%),自動車(15.10/o)とな
っている。 この ように近 距離は徒歩や 自転車な どの簡単な交通機関が利用され るが,遠 くなれば
なるほ ど自動車 ・電車 ・汽車などの交通機関が利用 され るのはい うまでもない。 しか し,全 体的
にみて,全 件数561のうち最 も利用度 の高い交通手段は バス(44.8%)であ り,バ スは この農村
における主要 な交通手段 とな っている。それについで,自 家用 自動車16.4%で,白動車 の影響 も
無視できない。バスや 自動車の発達に よって従来の農村住民の生活圏は飛躍的 に拡大 した。それ
な くしてはせいぜい従来 の村の中心た る平田でかな りの必要が充足 されていた ものが,・ミスや 自
動車の発達に よって地方的 中心への依存を増 し,連 携の度 を高めて きたのであ る。 そ して今後の
農村の交通体系は,こ の こ とから もバ ス ・自家用車を中心に考え るぺ きで あると思 う。
つ ぎに,昭 和43年8月 下旬の時点におい てこの1ヵ 月間の甲野部落および中瀬地区 の自家用
車 の行 き先を調査 した結果を表10に 示す。
表 ユ0のそ の1に 示 した ように,甲 野 の自動車の最 も多 く出かけた ところは上野市であ って,
1台当 り16.22回にな る。ついで平 田 ヱ4.04回,部落内 ヱ3.17回,この外には隣村の阿山村や県
庁所在地の津市をは じめ,県 内の主要都市,近 畿の各所 に出かけてい る。車種別にみる と,貨 物
車は上野 ・乎田に限 られ,行 動範囲は比較 的狭い。 これに対 し乗 用車はかな り自由に県内外を走
っている。完全 に合致す るわけではないが表9と ほぼ対応 している。
その2に 示 した中瀬地区の場合は,上 野の町(1台 当 り11.9回)と 白地区内(9.7回)が 多
いが,そ れ以外には特に集 中的に出かける ところはな く,県 内外に広 く万遍 な く散 らば った行動
範 囲を もつ。名阪国道の沿線 とい うことが この よ うに自動車の行 動を自由に し拡散する もの と思
われ る。そ して1台 当 りの回数 も甲野 部落の54.0回に比 して中瀬地区は26.7回で半分以下で
あることも注 目され る。す なわち,名 阪国道か ら遠 い甲野の場合は,上 野 ・平 田 ・自部落へ と集
中 し,し か も利用回数は多い。 これに対 し名阪国道や上野の町に近い 中瀬の場合は上野 と自地区
内に集中す るが,そ れ以外の場所はかな り拡散 し,利 用回数 も少ない。
3)生 活費への圧迫
自動車は確かに便利な ものである。人 々の買物や通勤を便利に し,生 活圏を拡大 し,レ ジャー
を楽 しむ ことができる。また貨物車は農業の面で もかな りの効果をあげることができる。 しか し
なが ら,自 動車の購入 ・維持そ して減価償却にはか な りの費用がかかる。特に乗用車は生活 を便
利な ものに し,快 適な ものにす るが,直 接には農業隼産 に役立つ ものではない。 したが って,農
家が 自動車特に乗用車を持つ ことは まだかな りの負担 にな る。ある程度の収入を もつ ものでなけ
れば,自 動車を購入 し維持す ることは困難 であ る。
表11で は農業粗収入 と自動車所有の関係を示す。乗用車に関 しては専業 ・兼業 別の差がある
表10自 動車1カ 月間の行 き先(昭43.8)
その1甲 野 部 落 その2中 瀬 地 区
乗 用 車(18台) 貨 物 車(5台){計(23台) 乗 用 車(19台) 貨 物 車(12台) 計(31台)
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程度み られ,兼 業農家では100万円以下が24戸(65%)あ るのに対 して,専 業農家 では2戸(20
%)し かない。乗用車の所有にはある限度以上の収入 が必要 であることが理解 され る。 しか し貨
物車については 専業 と兼業 の差は それほ どでな く,農 業粗収入100万 以下の農家 も3分 の2あ
る。す なわ ち貨物車は徐 々に農家の必需 品 とな りつつある。
表11農 業粗収入と自動車所有(昭43.8)
乗 用 車 貨 物 車
一 一 一 水^『-w
専業鵠 糠 鵠
一一










































計 ・・1371・71・1・ ・1・ ・68
つ ぎに生活 費 と自動車所有 との関 係を表12に 示す。全般 的にみて 自動車所有農家の1ヵ 月の
平 均生活費は70,540円,標準偏差は21,720円で ある。地区別にみ ると中瀬地区が甲野 ・畑村
に比 してやや低 く,貨 物車 と乗用車 とでは貨物車の方がやや低いのであるが,い ずれ も有意差は
ない。
表121カ 月の生活費と自動車所有(昭43.8)





























































計 23 14 28 22 43 65
さらに生活費に対す る 自動車の経 費率 を示す と表13の とお りである。経費率20%以 下 とい
う家が51戸(77%)を 占め,5%以 下 とい う家も22戸(約1/3)を 占めて いるよ うに,大 半
は健全な家計を示 してい るが,20%以上を占める農家が14戸,約1/4を 占め,な かには40%あ
るいは50%を 越え るものがあ り,借 金や ロ 一ーンな どで無理 して購入 してい る事情 が うかがえる。
自動車の所有は農家の家計を圧迫 している といわ ざるをえないのである。
4)都 市隔差意識の変容
一般に,農村の人々は都市 に対 して ある種の,あ る程度の隔差 の意識を もって いるといえ よう。
農村における自動車普及の影響 67
表13生 活費に対する自動車の経費率



































































計 23 14 28 23 43 66
この隔差意識がた とば若い人 々の離村の傾向を駆 り立て,向 都現象 の原動力 とな って農村人 口の
都市への流 出の傾向を助長 しているといえ よ う。 しか し,こ の ような都市隔差意識は交通機関特
に自動車の普及によってあ る程度変化を来す もの と想像 され る。
そ こで 「一般に農村の若い人は都市へのあ こがれを もっているといわれ ます が,一 般に都市に
較べて農村の生活は次の各面において差がある と思い ますか」 とい う設問の もとに表14に 示 し
た ような,所 得水準,農 業労働,社 会保障,交 通,古 い習慣,個 入能九 教育文化施設,人 間関























































平 均 17.1 39.1 38.9 30.3
係の9つ の側面につ いて隔差がある ど答えた ものに+100点,隔 差がない と答えた ものに_,100
点 をあたえ,わ か らない,そ の他の答えを0点 としてその平均を算定 した。
'全体的
にみ て,都 市 隔差意識は30.3点であ り,隔 差 を認める人がやや多い ことを示す。 各項
目別 には,最 大の ものは(C)労 働体制の未確立 〔58.7点〕,ついで(B)農 村労働 が大変であ
る 〔51.1点〕 とい う労働の側面であ り,つ いで(F)古 い習慣の残存 〔46,8点〕,(G)社会保
障が不十分である(45・'7点),(H)教育 ・'文化施設の不十 分(43.5点)などの社会 的文化 的側
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面が続 く。 さらに(A)所 得水準が低い(32.6点),(1)人間関係が合理的でない 〔22.8点〕や
(E)交通不便であ る 〔21.8点〕がそれに続 く。最後 に(G)個 人 の能力が十分発揮で きない〔-
10.9点〕では否定的に答える人の方が多 くな っている。
以上は全般的にみた傾向であるが,地 区別 ない し自動車の所有 ・非所 有別にみるとかな りの差
がみられ る。中瀬地区 と大山田村 との相違 の最大な ものは(E)交 通不便 とい う項 目である。 中
瀬が 一54.3点でむ しろ交通不便 と感 じていない人が多いのに,大 山田では70.0点で,大 多数
が交通不便を訴 えている。 この他,(H)数 育文化施設 の不十分 とい う点では,逆 に中瀬が14.3
点で,大 山田では 一一12.0点とな っている。全般か らみ ると中瀬 の方が大山田 よりは隔差意識が
低い。 中心都市 に近い農村 と遠い農村 との差が よ くでてい る。大山田の自動車所有農家 と非所有
農家 とでは全般的にはそれほどの差はないが,教 育文化施設の不十分 とい う項 で,所 有農家が
一ヱ5.0点であるのに,非 所有農家では29.4点となっている。逆 に個人の能力発揮が不十分であ
るとい う点では,前 者が5.0点,後者が 一35.3点とな っている。
以上を概括す る と,自 動車所有農家 と非所有農家 との間には差がな く,中 瀬地 区 と大山田村 と
い う地域性の方に有意差があ る。上野 とい う中心都市や名阪国道に近いか遠いか とい う要因が,
これらの地区を分け る最大の要因であ り,そ の差を特微づけ るのは 「交通不便」 とい う項 目であ
り,そ の点に両地域 の都市隔差意識の相違 の最大なものがみ られ る。
この ことか ら考えあわせれば,都 市 との隔差を感ず る最大の ものの一つは交通不便 とい うこと
であ り,隔差をな くす最大の方法の一つは交通 機関の発達改 良であ り,そ の一翼を担 うものが 自
動車 の普及 とい うことになるのである。
4.道 路の改良 と地域開発の問題
農村におけ る自動車の普及は,通 路 の発達 と不即不離 の関係にある。 自動車の普及のためには
道路 の改良新設が前提 とな り,自 動車が普及すれば,そ れに相応す る道路体系が要求 され る。道
路が改良新設 されれ{工'それに よって交通機関が発達 し,そ の インパク トは農村生活の種 々な面
にも及ぶ。
昭和39年 に名阪国道が開通 して伊賀地方に大 きな影響をあたえた。大山田村において も名阪
国道へ結ぶ路線が問題 とな って きている。現在の中の瀬峡 谷を経て申瀬 インターチ ェンジへ出る
県道 と伊賀町を経て新堂駅へ通ず る県道に よって連絡 され てはい る。 しか し,も っと直接に最短 ,
距離で名阪に結ぶ道路が要求 され,特 に ガソリン税の見返 りで建設す る 「ガソ リン道路」 とい う
名称の道路の実現が村の為政者達に よって努力 されている。 この ように名阪 国道を中心に新 しい
道路の体系化が村の住民か ら要求 され,為 政者によって もととりあげ られ ようとしてい るのであ
る。
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安{面な地元労働力を利用 しうるとい うメリットから,沿線に分散退避 して立地するものが多い。
また過疎問題に悩む農村地域では人口流出を押えるためにも企業誘致により労働力流出を食いと
めなければならない。かくて企業誘致が地域開発の一つの方策として出現 して くるのである。
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大 山田村における過疎問題は深刻な ものであ る。そ して村外に流出す る人 口,特 に青少年層を
村内に留めるべ き方策がない限 り,村 の 自立 も村の発展 もあ りえない。かか る観点に立 って,そ
の対策を講ず るべ き機関が結成 された。産 業連絡協議会がそれであ る。昭和37年 に村役場を本
部 として役場の産業課が主体 とな り,産業課長が会長 とな り,農 業協同組合やその他の村内の関
係機関の人 々も参加 して結成 された。そ の動機 は土壌 セ ン虫の空 中防除であった。昭和39年 か
ら林業部門が消えて農業協議会 とい う形 にな り,次 第 に後退 したが,昭 和43年4月 に再び産業
連絡協議会 とい う名前に戻 し,規 約 も変えて再発足 した。 この協議会は 「関係職員の相互連絡 と
大 山田村産業計 画を樹立 し,経営の近代化 と生産 の拡大 を図るを もって 目的 とす る」(同協議会規
約第3条)と あ るよ う,大 山田村の地域 産業計画を図る各界を横断 し連絡す る主要中枢組織であ
る。
大 山田村において,名 阪国道の開通の前後か ら企業 の進 出が若干み られる。昭和38年7月 に
三共建設 とい う採石の会社(資 本金100万,四 日市の資本)が 千頭 で,は じめは河の採石ついで
山の採石に移 っている。それ に刺戟 されて大同建設が昭和39年 布引で採石をは じめ,そ の他40
年初め林砂利,.西条砂利(後 に伊賀採石 となる)も40年 に採石をは じめてい る。
村 当局が誘致 したのは北陽無線 とい う会社である。着工が昭和41年5月,稼 動が7月 であ り,
大阪 の資本で,ラ ジオ ・テ レビの部品を製造 し,平 田に工場があ り,投 下資産は1,220万円で月
産1,000万円をあげている。従業員は当初70名 であったが,昭 和43年 には127名にな り,女
性 が95%ま ででいずれ も村 内の人であ り,男 性の村 内の人は5名 である。
この外の進 出企業は昭和40年4月1日 にプ ロヅグを製造する名阪 コンク リー ト(地元資本)
があ り,資 本金395万 円,20名 の従業員を使い,真 泥にあ る。ついで麻袋 ミシ ン縫 の大 昌KK
が布引小学校の一角を借 りて,昭 和42年8月 に進 出,ま た金属を打ち抜 き塗装す る碇鳩 目製作
KKが 昭和43年2月 着工,6月 完成稼動 し,投 下資産1,000万円,従 業員50名(男 女半 々)
・で畑村にある。そ らに昭和43年10月29.日か ら井谷アル ミ工 業が軽 アル ミのプ レスを行ない,
ヂーゼル機関の部 品を作 ってい る。従業員60名(男 女半 々)で ある。 また内職 の集中 ともい う
べ き企業 として,松 宝電気が布引小学校の一角を借 り,女 性15名 が弱電器 コイル捲 をおこな っ
ている。輸 出用人形つ く りが10名な い し15名の規模で,中 島 ・真泥の2ヵ 所 に集中 してい る。
'また集 中は して
いないが婦人の内職 と して伊賀組紐つ く りを全村で200名あ ま りお こな ってい る。
この ように,小 規模な企業が若干進 出 して農村の過 剰人 口を吸収 しようとしてい る。 これに対
して農 業の方はそれほ ど見るべ き計画は存在 しない。た とえぽ農業構造改善事業は大山田村にお
いては甲野部落に しか適用 されない し,甲 野において も昭和36年 に立案 された ものの,特 殊事
情 によ り,よ うや く昭和43年10月 に実際に着手 しは じめた ような状態である6基 盤整備 も甲
野 部落88戸 の うち受益範囲は52戸,32.3ha,経費4,592万8,000円をかけて進め られている











便利にさせ,レ クレーシ ョンを増加させている。そ して農村住民の生活圏を拡大し,農村を中心
都市へ連絡する役割を果 している。ただ,中心都市上野から近い中瀬地区の場合は,特 に貨物車
が農業用に利用されているのに対し,遠い大山田村の場合は,貨物車と乗用車の機能分化はそれ









終 りに,大山田村 ・中瀬地区の方々および農政調査委員会の方 々に調査について御援助を受け
たことを感謝したい。
